
調 査 計 画

１ 調査の名称

港湾運送事業雇用実態調査

２ 調査の目的

港湾労働法第２条第２号の規定に基づく、一般港湾運送事業、港湾荷役事業、はしけ運送事業

及びいかだ運送事業並びに港湾運送関連事業を行う事業所について、当該事業に従事する労働者

の雇用の実態を調査し、今後の港湾労働対策を推進するための基礎資料を得ることを目的とする。 

３ 調査対象の範囲

（１）地域的範囲

港湾労働法第２条第１号に規定する６大港（東京港、横浜港、名古屋港、大阪港、神戸港及

び関門港）

（２）属性的範囲

港湾労働法第２条第２号の規定に基づく港湾運送事業又は港湾運送関連事業を行う事業所 

４ 報告を求める者

（１） 数

３（１）及び（２）の範囲における約１，０００事業所

（２）選定の方法（■全数 □無作為抽出 □有意抽出） 

 本調査は、全数調査である。

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間

（１）報告を求める事項

（ア）事業所の属性に関する状況

a 事業所の名称、所在地

b 事業の種類 

c 派遣の許可取得の有無 

（イ） 港湾運送事業量に関する事項

a 貨物取扱量

（ウ）常用労働者の労働条件に関する事項

a  年齢階級構成

b  定年制 
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c  退職金 

d  勤続年数

e  賃金形態 

f  不就労日の賃金 

g  職種別労働者数 

h  労働時間、休日日数 

i  週休２日制 

j  交代制勤務 

（エ）港湾派遣労働者及び日雇労働者の利用に関する事項

a  港湾派遣労働者の派遣を受けた状況

b  日雇労働者の使用状況

（オ）荷役の波動性に関する事項

a  港湾運送事業の就労人員数 

b  港湾労働者の過不足 

c  不足の場合の対応方法 

d  最近の日曜夜間荷役等の状況 

（カ）教育訓練の実施に関する事項

   a  教育訓練の実施の有無

b  教育訓練の実施方法、種類

c  実施しなかった理由

（２）基準となる期日又は期間 

原則として平成 25年６月30日 

６ 報告を求めるために用いる方法

（１）調査組織

厚生労働省 －都府県労働局－ 公共職業安定所－統計調査員

民間事業者が行う業務：調査用品の印刷，データ入力，集計 

（２）調査方法（■調査員調査 □郵送調査 □オンライン調査 □その他（    ））

原則として、調査員による実地他計の方法により実施
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７ 報告を求める期間

（１）調査の周期

5年

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限

平成 25年 7月 1日 ～ 7月 31日 

８ 集計事項

別添１を参照

９ 調査結果の公表の方法及び期日

（１）公表の方法

概要及び詳細とも、インターネット（e-stat）で公表する。

（２）公表の期日

概要については、調査実施後一年以内に公表する。

10 使用する統計基準 

本調査は、港湾労働法（昭和６３年法律第４０号）第２条第２号に規定する港湾運送を行う事

業所を対象とした調査であり、調査対象の範囲の画定及び集計結果の表示に統計基準を用いる余

地がないことから、いずれの統計基準も使用しない。

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

（１）調査票情報の保存期間

・記入済み調査票：１年

・調査票の内容を記録した電磁的記録媒体：常用

（２）保存責任者

厚生労働省 職業安定局 建設・港湾対策室長
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別添１ 

港湾運送事業雇用実態調査 集計事項

第１表 港湾別、事業の種類別事業所数

第２表 港湾別、規模別事業所数

第３表 港湾別、港湾労働者派遣事業の許可取得の有無

第４表 事業所規模別、港湾労働者派遣事業の許可取得の有無

第５表 港湾別、革新荷役・在来荷役別月間貨物取扱量

第６表 港湾別、年齢階級別常用労働者数

第７表 事業所規模別、年齢階級別常用労働者数

第８表 港湾別、定年制の有無別事業所数

第９表 事業所規模別、定年制の有無別事業所数

第１０表 港湾別、定年年齢階級別事業所数

第１１表 事業所規模別、定年年齢階級別事業所数

第１２表 港湾別、退職金制度の有無別事業所の割合

第１３表 事業所規模別、退職金制度の有無別事業所の割合

第１４表 港湾別、継続雇用制度導入の割合 

第１５表 事業所規模別、継続雇用制度導入の割合 

第１６表 港湾別、学歴別定年退職金額

第１７表 事業所規模別、学歴別定年退職金額

第１８表 港湾別、勤続年数階級別労働者割合

第１９表 事業所規模別、勤続年数階級別労働者割合

第２０表 港湾別、賃金形態別労働者割合

第２１表 事業所規模別、賃金形態別労働者割合

第２２表 港湾別、不就労日の通常賃金日額に対する割合階級別労働者数

第２３表 事業所規模別、不就労日の通常賃金日額に対する割合階級別労働者数

第２４表 港湾別、職種別労働者数

第２５表 事業所規模別、職種別労働者数

第２６表 港湾別、週所定労働時間階級別事業所数、平均労働時間、平均休日数

第２７表 事業所規模別、週所定労働時間階級別事業所数、平均労働時間、平均休日数

第２８表 港湾別、週休２日制の導入の有無及び週休２日別形態別事業所割合

第２９表 事業所規模別、週休２日制の導入の有無及び週休２日別形態別事業所割合

第３０表 港湾別、交代制勤務の導入割合

第３１表 事業所規模別、交代制勤務の導入割合

第３２表 港湾別、港湾派遣労働者の使用割合
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第３３表 事業所規模別、港湾派遣労働者の使用割合

第３４表 港湾別、港湾派遣労働者を使用した動機別割合

第３５表 事業所規模別、港湾派遣労働者を使用した動機別割合

第３６表 港湾別、派遣就労が可能である日数の上限希望別割合 

第３７表 事業所規模別、派遣就労が可能である日数の上限希望別割合 

第３８表 港湾別、派遣制度活用希望割合 

第３９表 事業所規模別、派遣制度活用希望割合 

第４０表 港湾別、日雇労働者の使用割合

第４１表 事業所規模別、日雇労働者の使用割合

第４２表 港湾別、日雇労働者の募集動機割合

第４３表 事業所規模別、日雇労働者の募集動機割合 

第４４表  港湾別、職種別派遣労働者数 

第４５表 事業所規模別、職種別派遣労働者数 

第４６表 港湾別、職種別日雇労働者数 

第４７表 事業所規模別、職種別日雇労働者数 

第４８表 港湾別、日別就労延日数

第４９表 事業所規模別、日別就労延日数

第５０表 港湾別、荷役作業の有無、労働者の過不足日数

第５１表 事業所規模別、荷役作業の有無、労働者の過不足日数

第５２表 港湾別、月間就労状況

第５３表 事業所規模別、月間就労状況

第５４表 港湾別、過剰人員・不足人員数

第５５表 事業所規模別、過剰人員・不足人員数

第５６表 港湾別、常用労働者で不足の場合の対応方法別事業所の割合

第５７表 事業所規模別、常用労働者で不足の場合の対応方法別事業所の割合

第５８表 港湾別、最近の日曜・夜間荷役等の状況別割合

第５９表 事業所規模別、最近の日曜・夜間荷役等の状況別割合

第６０表 港湾別、職業訓練実施の有無別事業所の割合

第６１表 事業所規模別、職業訓練実施の有無別事業所の割合

第６２表 港湾別、教育訓練実施の種類別・実施方法別事業所数

第６３表 事業所規模別、教育訓練実施の種類別・実施方法別事業所数

第６４表 港湾別、教育訓練の実施しなかった理由別事業所の割合

第６５表 事業所規模別、教育訓練の実施しなかった理由別事業所の割合
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調査
実施
時期

調査対象
事業所数

有効回答
事業所数

回収率　（％）

S63 1,423 1,140 80.1

H3 1201 1091 90.8

H7 963 782 81.2

H11 1,008 824 81.7

H15 991 815 82.2

H20 1,011 843 83.4

港湾運送事業雇用実態調査回収率

※ 調査対象事業所数について
港湾労働法第２条第１号の規定に基づく港湾（東京港 、横浜港、名

古屋港、大阪港、神戸港及び関門港の６大港）において、港湾労働法
第２条第２号の規定に基づく港湾運送事業及び港湾運送関連事業を
行うすべての事業所数。「港湾労働行政の推進状況調査」（職業安定
局　建設・港湾対策室）により、毎年１２月末現在で集計している。
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